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特別徴収
義務者名

住 　　　　　　　　　　　　　　　　 所 宛 　 名 　 番 　 号

指 定 番 号氏　　　　　　　　　　名受 給 者 番 号

あなたの特別徴収税額を左記のとおり決定（変更）したので、地方税法第41条及び第321条の4（第321条の6）の規定によって通知し
ます。また、この通知書の記載事項に不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して3月以内に市長に対して審査請求
をすることができます。この特別徴収税額の決定の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算
して6月以内に市を被告として（市長が被告の代表者となります。）提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査
請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、㈰審査請求があった日から３月を経過しても裁決
がないとき、㈪処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、㈫その他裁決を経ないことに
つき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。
（審査請求は、法制契約課（本庁5階）で受付けます。）

　　　　年度　　給与所得等に係る市民税・県民税
特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）

本通知は個人情報保護のため、
圧着シーラー加工しています。
ゆっくり剥がしてご覧ください。
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マイナンバー関係について
●特別徴収税額通知へのマイナンバー記載の見直しについて
　地方税法施行規則第 2 条第 2 項及び第 3 項の規定により、書面により特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）を送付する場合には当
面の間マイナンバーを記載しないこととなりました。

【注意点】
1. 平成 30 年度分以後の通知から適用されます。
2.eLTAX や光ディスク等、電子的な方法で特別徴収税額通知を送付する場合は、引き続きマイナンバーを記載します。
3. 給与支払報告書や異動届等、特別徴収義務者が市町村に提出する書類は、引き続きマイナンバーの記載が必要です。

●個人番号（マイナンバー）とは
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律」（以下、「番号法」といいます。）第 2 条第 5 項
に規定する個人番号をいいます。住民票をもつ全ての人が持つ
12 桁の番号です。

●法人番号とは
番号法第 2条第 15 項に規定する法人番号（13 桁）をいいます。
※一法人に対し一番号のみ指定されることとなっていますの
で、支店や事業所独自で特別徴収を行っている場合（一法人
で、那覇市の特別徴収義務者指定番号を複数持っている場合）
でも法人番号は同じ番号となります。ただし、特別徴収義務
者指定番号は、従来通り、別々の番号を記載してください。

⑴従業員の転勤・転職等で特別徴収が継続となる場合の異動届出書
　転勤者等で、（旧）事業所から（新）事業所へ異動届出書を送付する
場合、（旧）事業所が個人事業主の場合は個人事業主の個人番号は
記載せず、（新）事業主へ送付してください。

※個人事業主の個人番号を（新）事業所で確認できないようにする
ため。
※後日、那覇市市民税課より（旧）事業所の個人事業主へ個人番号の
確認を行う場合があります。
※異動者の個人番号は記載してください。

⑵退職所得に係る市・県民税の特別徴収納入申告書について
　納入書の裏面にある「退職所得に係る市・県民税の納入申告書」
を使用する場合は、納入申告書を金融機関と那覇市市民税課の両
方にご提出ください。

・金融機関に提出する納入申告書…個人番号は記載しないでください。
・那覇市市民税課に提出する納入申告書…個人番号を記載してくだ
さい。
（那覇市市民税課に提出する納入申告書は、金融機関に提出する納
入申告書のコピーに個人番号を記載したものでも結構です。）

●個人番号、法人番号の記載が必要な様式（一部）

●個人事業主の皆さまへ

No

1

2

3

4

給与所得者異動届出書

市・県民税徴収方法変更申出書

特別徴収義務者の所在地・名称等変更届出書

特別徴収の納入書（裏面のみ）

様式名称
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り納めることができます。

また平成30年4月1日現在で、65歳未満の給与所得者で公的年金に係

る住民税（市民税・県民税）がある方については、原則として、公的

年金に係る税額も給与から特別徴収することになっています。なお、

ご本人の希望により普通徴収にすることもできます。

平成30年4月1日現在で、65歳以上の方は、公的年金に係る税額は給

与から特別徴収することができませんので、ご注意ください。

●納税義務のない方

平成30年1月1日現在、次のいずれかに該当する方で平成29年中の

合計所得金額が125万円以下（給与収入にして204万4千円未満）の方

は、市民税・県民税が非課税となります。

○障害者

○未成年者（平成10年1月3日以降生まれの方）

○寡婦及び寡夫

●月割額の徴収方法

別途『平成30年度市民税・県民税の特別徴収税額の通知書』に各納

税義務者の6月から翌年5月までの月割額を算出してありますので、6月

以降に支払う給与から翌年5月まで毎月、その該当する月割額を差引き

徴収し、翌月10日までに納入してください。

　

●特別徴収税額の変更（月割額の変更）

特別徴収税額の通知後に、転勤や退職等による異動が生じた場合

は、事業所からの届出に基づき、当市から「特別徴収税額の変更通知

書」を送付しますので、その通知書に基づいて変更後の税額を徴収・

納入してください。

なお、変更が生じても、新しく納入書は送付しませんので、当初に

送付しました納入書に変更額を訂正記載し、納入してください。

（訂正方法　Ｐ9参照）

●市民税・県民税の特別徴収とは

所得税の源泉徴収と同じく、給与の支払者（特別徴収義務者）が給

与の支払を行うときに、その支払う給与から給与所得者（納税義務者）

の市民税・県民税の月割額を差引徴収し、納入していただく制度をい

います。

●特別徴収を受ける方

平成 29 年中に給与所得があり、平成 30 年 4 月 1 日現在で給与の支払い

を受けている方については、市民税・県民税を特別徴収の方法によって

徴収することが、法律により義務づけられています。パート・アルバイト

や本人希望といった理由により普通徴収にすることはできません。

●給与以外の所得があるときは

給与所得以外の所得があるときは、これらに係る所得割の税額は、

原則として給与所得と合算して特別徴収することになっています。

ただし、納税者からこの分を普通徴収（納税義務者による直接納

付）の届け出がある場合は、給与所得と分離して普通徴収の方法によ

特 別 徴 収 と は

○注

給
与
の
支
払
者

給与所得者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

（納税義務者）

① 給与支払報告書の提出（1月31日まで）

② 特別徴収税額の通知（5月31日まで）

④ 税額の納入（徴収した月の翌月10日まで）

③ 給与の支払いの際に月額割を徴収
　 （6 月から翌年の 5 月まで）

那

　
　覇

　
　市
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●特別徴収税額の納入場所
（1）琉球銀行本店および各支店・出張所

（2）沖縄銀行本店および各支店・出張所

（3）沖縄海邦銀行本店および各支店・出張所

（4）コザ信用金庫本店および各支店・出張所

（5）沖縄県労働金庫本店および各支店・出張所

（6）沖縄県農業協同組合および出張所

（7）みずほ銀行本店および各支店・出張所

（8）鹿児島銀行本店および各支店・出張所

（9）商工組合中央金庫

（10）ゆうちょ銀行・郵便局（沖縄県内または指定通知書により指定さ

れたもの）

※ゆうちょ銀行・郵便局では納期限を過ぎると取り扱いできません。

※納期限経過後、１ヶ月を過ぎると指定金融機関（琉球銀行）以外では

取り扱いできません。

●納入書について
この「しおり」には納入書がついておりません。

納入書は「特別徴収税額通知書」とともに送付します。

納入書にはあらかじめ税額、特別徴収義務者名等必要事項はすべて記載

してありますので、変更がなければ何も記載せずそのまま納めてください。

※なお、納税額に変更がある場合でも、納入書の再発行はしませんの

で、当初送付された納入書の納入金額を訂正して納めてください。

（訂正方法Ｐ9〜Ｐ10参照）

また、従業員が退職した際、給与分（昨年中の所得に対して課税し、

平成30年の6月より12分割の月割額として給与から差し引く分）の一括

徴収分と退職所得分（退職手当等に対する課税分）の記入欄を間違えな

いようにしてください。

●臨時・パート従業員等の給与支払報告書の提出義務について
年の途中で退職した臨時・パート従業員等でも30万円を超える支

払をした場合は、「給与支払報告書」をご提出いただく義務がありま

す。ご提出の際には従業員の氏名、生年月日等を正しく記載し、退職

時の居住地の市町村へご提出ください。※30万円以下の方について

も、適切な課税の観点からご提出いただきますようお願いします。

●月割額の納入場所および納期限
徴収された月割額は同封した「納入書」によって県内各金融機関、あ

るいはゆうちょ銀行・郵便局で徴収すべき月の翌月10日までに納入して

ください。（6月分は7月10日まで、それ以降は順次翌月10日まで）

●ゆうちょ銀行・郵便局の指定について
特別徴収税額の納入に沖縄県外のゆうちょ銀行・郵便局を利用され

る場合は、当市の金融機関として指定しなければなりませんので、当

初納入する際に、綴込みの「指定通知書」（本しおり最終ページ）へ

ご利用になるゆうちょ銀行・郵便局名及び提出年月日を記載して、提

出してください。なお、前年度利用の指定ゆうちょ銀行・郵便局は、

本年度も引き続き利用できますので、届出の必要はありません。

●納期の特例
特別徴収義務者は、給与の支払を受ける方が常時10人未満である場

合は、特別徴収税額の納期の特例に関する申請書を市長に対して提出

し、その承認を受けたときは、次のとおり年2回にわけて特別徴収税額

を納入することができます。

 （1）6月から11月までの分は、12月10日まで

 （2）12月から翌年5月までの分は、6月10日まで

　　※「申請書」は那覇市市民税課ホームページよりダウンロード頂く

か、市民税課までご連絡ください。

●納入が遅れた場合は
特別徴収義務者が、納期限までに税額を納入しなかったときは、そ

の翌日から納入の日までの期間に応じて延滞金が徴収されます。

また、督促状発付の日から起算して10日を経過した日までに完納し

ないときは、滞納処分を受けることになりますので、特に注意してく

ださい。
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●1月以降の退職は一括徴収を（異動届出書の記入方法は13ページ）
特別徴収の方法によって納税している人が、退職等により給与の支

払いを受けなくなった場合で、下記（1）または（2）に該当するとき

は、特別徴収義務者は、給与または退職手当等の支払をする際に、必

ず残税額を一括徴収し、徴収した翌月の10日までに納入してくださ

い。

（1）退職の日が平成30年6月1日から12月31日までのとき

退職した給与所得者から一括徴収の申出があり、かつ残税額を

超える給与または退職手当等が支払われる場合。

※　退職者本人より申請がない場合でも、残税額を超える給与等

がある場合は、出来るだけ承諾を得て一括徴収での納入をお

願いします。

（2）退職の日が平成31年1月1日から4月30日までのとき

平成31年5月31日までに残税額を超える給与または退職手当等が

支払われる場合、本人からの申出がなくても一括徴収しなければ

なりません。

● 4月 2日以降の就職者の特別徴収（記入方法は 14 ページ）
4月2日以降の就職者から特別徴収の申出があった場合は、綴込みの

「市・県民税徴収方法変更申出書」を作成の上、市民税課に提出して

ください。

●特別徴収義務者の所在地・名称等に変更があった場合
綴込みの「特別徴収義務者の所在地・名称等変更届出書」に変更事

項を記入の上、市民税課に提出してください。

●転勤・退職等は届出を
特別徴収の方法による納税義務者になっている人に転勤・退職等の

異動があった場合、その事実の発生した月の翌月 10日までに必ず「特
別徴収にかかる異動届出書」を提出してください。

なお、転勤の場合は「特別徴収にかかる異動届出書」を新事業所を
経由して、翌月 10 日までに提出してください。（異動届出書の記入方
法は 11 〜 13 ページにあります。）

また、給与支払報告書提出後、平成 30 年 4 月 1 日までに異動があっ
た人については、平成 30 年 4 月 15 日までに、「給与支払報告にかかる
異動届出書」を提出してください。
※なお、異動対象者の居住市町村が前年と現年の 1 月 1 日現在で異な
るときは、その年度により課税している市町村が異なるため、それぞ
れの市町村に必ず提出してください。

これらの異動届出書の提出が遅れますと、退職した納税者の税額分
が特別徴収義務者の滞納となり、また納税義務者への納税通知書の交
付が遅れ、ご迷惑をかけることがありますので、遅滞なく届出書を提
出してください。

●転勤（特別徴収の継続）の場合（異動届出書の記入方法は11ページ）

●退職の場合（異動届出書の記入方法は 12・13 ページ）

転 勤 ・ 退 職 等 は 届 出 を

旧事業所
③特別徴収税額変更通知書

新事業所
③特別徴収税額通知書
※那覇市へ初めて登録する事業所には納入書も送付します。

転

　　勤
①

異

　　動

届
出
書

（
転
勤
処
理
）

②異動届出書（特別徴収継続）

那

覇

市

②特別徴収税額変更通知書

③税額通知書（普通徴収）

①異動届出書
退

　　職

（
普
通
徴
収
へ
の
切
替
）

事業所

納税者（個人）

那

覇

市

退　　　 職

平成31年1月1日から
4月30日までの退職者

平成30年6月1日から
12月31日までの退職者

申出により残税額を
一 　 括 　 徴 　 収

残税額を一括徴収
（本人の申出なくても）
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市・県民税の算出方法 ●税額の計算

前

　年

　の

　収

　入

　金

　額

必
要
経
費

総

　所

　得

　金

　額

　等

課

税

総

所

得

金

額

所 得 控 除

市民税
所得割
の税率

市民税

税   率

◎調整控除

①課税標準額が 200 万円以下の者

下記のイ）とロ）のいずれか小さい額の5％（市：3％、県：2％）

イ）所得税と住民税の人的控除の差の合計額

ロ）課税所得（標準額）金額

②課税標準額が 200 万円超の者
　
　　 {人的控除の差の合計額－（住民税の課税所得金額－200万}

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×5％（市：3％、県：2％）

所得割額

一律    6　％

一律    4  ％

3,500円※

1,500円※県民税

均等割額

県民税
所得割
の税率

市民税の
算出所得
割        額

県民税の
算出所得
割        額

雑 　　　　　　損

医　　　　 療　　　　 費

社 会 保 険 料

生命保険料・　地震保険料

寡     婦  （ 夫 ）

勤  労  学  生

障    害    者

配    偶    者

配  偶    者  特   別

扶                   養

基                   礎

　

(

給
与
所
得
控
除
等)

調
整
控
除

調
整
控
除

市
民
税

市
・
県
民
税
年
税
額

　市民税・県民税の税額は、均等割額と所得割額の合計額です。均等割は定額
で、所得割は前年中の所得金額に応じて次の図式によって計算します。

県
民
税

市民税
の税額
控    除

県民税
の税額
控    除

市民税
の所得
割    額

県民税
の所得
割    額

市民税
均    等
割    額

県民税
均    等
割    額

市民税
の住宅
ローン
控    除

県民税
の住宅
ローン
控    除

【計　算　例】

103,920
（市民税所得割額）

69,280
（県民税所得割額）

×6％(税率） ×4％(税率）

※「配当割額控除・株式等譲渡所得割額
　控除」がある場合には、計算方法が
　異なります。

■調整控除計算

市民税：200,000×3％＝6,000
(人的控除の差　合計額）

県民税：200,000×2％＝4,000
（人的控除の差　合計額）

5,236,000（給与収入金額）

1,732,000課税総所得金額(千円未満切捨）

3,648,800（給与所得控除後の額）
－525,850（社会保険料控除額）
－70,000（生命保険料控除額）
－330,000（配偶者控除額）
－660,000（扶養控除額・2 人）
－330,000（基礎控除額）

　103,920
－　6,000

101,400

    97,920
＋　3,500

69,280
－　4,000

66,700

    65,280
＋　1,500

所得割額
調整控除額

　101,400
（市民税）

＋66,700
（県民税）

=

= 168,100
( 年税額）

（百円未満端数切捨）

均等割額

※ただし、この額が2,500円未満の場合は、2,500円（市民税

　　1,500円、県民税1,000円） 

※東日本大震災からの復興や防災の施策に要する費用

の財源を確保するための臨時措置として、平成26年度

から10年間、市・県民税均等割額に復興特別税とし

て 500 円加算されています。

●税額の算出

●退職所得に係る市・県民税を納入する時は
（1）納入書には給与に係る「給与分」と「退職所得分」があります。退職所得

分は必ず退職所得分の納入金額欄に記入してください。

（2）納入申告書は納入済通知書の裏面にありますので、忘れずに記入してくだ

さい。（10 ページ参照）

●退職所得に係る特別徴収税額の変更について
　平成 25 年 1 月 1 日以降に支払われるべき退職金（手当）等に係る住民税につ

いては下記のとおり、変更となりました。

　

●退職所得に係る市民税・県民税の特別徴収
退職所得に対する個人の市民税・県民税は、退職手当等の支払の際に、所

得税の場合と同様に、退職手当等の支払者がその税額を計算し、その税額を
退職手当等から徴収して、納入していただくことになっています。納入申告
書（納入書の裏面）の提出もお願いします。
死亡により退職した人に支給すべき退職手当等で、その方の相続人に支給さ

れることになった退職手当等については、市民税・県民税においては非課税とな
ります。

●特別徴収義務者は
退職手当等の支払いをする者が特別徴収義務者でも、特別徴収義務者は退

職手当等の支払をする際に、その退職手当等について退職手当に係る個人の
市民税・県民税を徴収し、納入しなければなりません。

●納税義務者は
退職所得に対する個人の市民税・県民税の納税義務者は、市町村内に住所を

有する者で、退職手当等の支払を受ける方です。

●納入すべき市町村は
退職所得にかかる市民税・県民税の課税は、退職手当等の支払を受ける方（退

職者）の平成30年 1月 1日現在の住所所在地の市町村です。したがって、退職手
当等から徴収した個人の市民税・県民税は、退職者の1月1日現在の住所所在地
の市町村に納入していただくことになります。
ただし、平成 31 年 1 月 1 日以降に退職する場合は、平成 31 年 1 月 1 日現

在の住所所在地の市町村に納入してください。その時には、一括徴収税額と退
職所得に係る特別徴収税額を納入すべき市町村が異なる場合がありますのでご
注意ください。

●退職手当等の支払を受けるべき日は
退職手当等について支払を受けるべき日、すなわち退職所得についての収入

金額の権利を確定する時期は、原則として退職した日となります。ただし、会

社の役員等の退職手当等で、会社の定款、その他の定めにより、株主総会の決

議を要するものについては、その決議があった時になります。

●退職所得の控除額は

退職所得に係る特別徴収

勤続年数

         40万円×勤続年数
（80万円に満たないときは80万円）

800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

控     除     額

20年まで

21年以上

※勤続年数に端数があるときは、切り上げて算定します。（例）22年9カ月　　　　　　23年
※退職金（手当）等の支払を受けるものが在職中に障がい者に該当することとなったことにより

退職した場合には、上記の退職所得控除額に100万円を加算した金額が控除されます。

退職手当等
収 入 金 額

退職所得
控除額

①市民税6％
②県民税4％

2分の1

（※注）

（※注） ： 勤続年数が5年以下の役員を除く

①+②＝特別徴収税額税額の算出方法は次のとおり

－ ＝ ××

退職所得
控除後の
退職手当
等の金額

住　民　税 {退職所得×10％(市民税6％、県民税4％）}×90％

変　更　前

○「役員」とは次に掲げる者をいいます。
　法人税法第2条第15項に規定する役員・国会議員及び地方議会議員・国家公務員及び地方公務員

退職所得の計算
退職所得＝(退職金等の金額－退職所得控除額）×1／2
　　　　　　　　　　　　　　　（1,000 円未満切捨て）

変　更　前

退職所得控除
の　計　算

区分

役員等

勤続年数

5年以下

5年超

退　職　所　得

退職金等の金額－退職所得控除額

（退職金等の金額－退職所得控除額）×1 ／ 2
　　　　　　　　　　（1,000 円未満切捨て）

変　更　後

住　民　税 退職所得×10％(市民税6％、県民税4％）

変　更　後

1. 退職所得に係る 10％税額控除の廃止
改正内容（住民税）

2. 役員等が退職する際に支払われるべき退職金等については、役員とし
   ての勤続年数が 5 年以下の場合、退職所得の 2 分の 1課税の廃止。

改正内容（住民税）
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市・県民税の算出方法 ●税額の計算

前

　年

　の

　収

　入

　金

　額

必
要
経
費

総

　所

　得

　金

　額

　等

課

税

総

所

得

金

額

所 得 控 除

市民税
所得割
の税率

市民税

税   率

◎調整控除

①課税標準額が 200 万円以下の者

下記のイ）とロ）のいずれか小さい額の5％（市：3％、県：2％）

イ）所得税と住民税の人的控除の差の合計額

ロ）課税所得（標準額）金額

②課税標準額が 200 万円超の者
　
　　 {人的控除の差の合計額－（住民税の課税所得金額－200万}

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ×5％（市：3％、県：2％）

所得割額

一律    6　％

一律    4  ％

3,500円※

1,500円※県民税

均等割額

県民税
所得割
の税率

市民税の
算出所得
割        額

県民税の
算出所得
割        額

雑 　　　　　　損

医　　　　 療　　　　 費

社 会 保 険 料

生命保険料・　地震保険料

寡     婦  （ 夫 ）

勤  労  学  生

障    害    者

配    偶    者

配  偶    者  特   別

扶                   養

基                   礎

　

(

給
与
所
得
控
除
等)

調
整
控
除

調
整
控
除

市
民
税

市
・
県
民
税
年
税
額

　市民税・県民税の税額は、均等割額と所得割額の合計額です。均等割は定額
で、所得割は前年中の所得金額に応じて次の図式によって計算します。

県
民
税

市民税
の税額
控    除

県民税
の税額
控    除

市民税
の所得
割    額

県民税
の所得
割    額

市民税
均    等
割    額

県民税
均    等
割    額

市民税
の住宅
ローン
控    除

県民税
の住宅
ローン
控    除

【計　算　例】

103,920
（市民税所得割額）

69,280
（県民税所得割額）

×6％(税率） ×4％(税率）

※「配当割額控除・株式等譲渡所得割額
　控除」がある場合には、計算方法が
　異なります。

■調整控除計算

市民税：200,000×3％＝6,000
(人的控除の差　合計額）

県民税：200,000×2％＝4,000
（人的控除の差　合計額）

5,236,000（給与収入金額）

1,732,000課税総所得金額(千円未満切捨）

3,648,800（給与所得控除後の額）
－525,850（社会保険料控除額）
－70,000（生命保険料控除額）
－330,000（配偶者控除額）
－660,000（扶養控除額・2 人）
－330,000（基礎控除額）

　103,920
－　6,000

101,400

    97,920
＋　3,500

69,280
－　4,000

66,700

    65,280
＋　1,500

所得割額
調整控除額

　101,400
（市民税）

＋66,700
（県民税）

=

= 168,100
( 年税額）

（百円未満端数切捨）

均等割額

※ただし、この額が2,500円未満の場合は、2,500円（市民税

　　1,500円、県民税1,000円） 

※東日本大震災からの復興や防災の施策に要する費用

の財源を確保するための臨時措置として、平成26年度

から10年間、市・県民税均等割額に復興特別税とし

て 500 円加算されています。
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472018

472018

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

804086530

30 8 10 30 8 10 30 8 10

7

30 7 30 7

30 7

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

148,800

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

＊＊＊＊＊＊

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

148,800

1 1 0 8 0 0

3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

5208071108040865 000148800 000000000 00

5208071108040865 000000000 000000000 00

1 1 0 8 0 0

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

＊＊＊＊＊＊

148,800

＊＊＊＊＊＊

納入書の書き方 税額が変更されたとき… 　納税義務者である従業員の異動により納入すべき税額に変更が生じた場合には、納入書
の金額訂正をするとともに、必ず『特別徴収にかかる給与所得者異動届出書』（このしおり
の巻末につづられています。）も併せて記載し、市民税課に提出してください。

［注意］

●納入すべき税額が変更になったとき…「納入金額（1）」の欄の税額を二重線で削除し、「納入金額（2）」の「給与分」と「合計額」欄に実際の納入金額を記入します。

●予備の納入書を使用するとき…「納入金額（2）」の「給与分」と「合計額」欄に実際の納入金額及び納入年・月を記入します。

（訂正印は不要です。）
人 的 控 除 その他の控除

雑　損　控　除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

控      除      額控      除       額

障 害 者 控 除

障害者である納税義務者、控除対象配偶者及び扶養親族1人につき
次のいずれか多い金額

①(損失金額－保険等により補てんされた額)－(総所得金額等×1/10）

②災害関連支出の金額－5万円

支払った額

支払金額

12,000円以下のとき

12,000円超32,000円以下のとき

32,000円超56,000円以下のとき

56,000円超のとき

15,000円以下のとき

15,000円超40,000円以下のとき

40,000円超70,000円以下のとき

70,000円超のとき

全額

支払金額の1/2＋6,000円

支払金額の1/4＋14,000円

28,000円

全額

支払金額の1/2＋7,500円

支払金額の1/4＋17,500円

35,000円

控除額

特別障害者については

……

………………………………………………………

……

26万円

30万円

53万円

納税義務者が勤労学生である場合には …………………………………… 26万円

納税義務者が寡夫である場合には 26万円

ただし、控除対象配偶者が70歳以上である場合には 38万円……………………

ただし、老人扶養親族（70歳以上）については 38万円

……………………………………………………………………………………… 33万円

特定扶養親族（19歳以上～23歳未満) に ついては 45万円

45万円

●控除対象配偶者

…………………………………………

…………………………………………………………… 33万円

●控除対象扶養親族1人につき（16歳以上） 33万円

●納税義務者又はその配偶者の直系尊属で、同居している70歳以上の

   扶養親族は1人につき

…………………………

………………………

…………………………………

………………………………………………………

納税義務者が寡婦である場合には 26万円

30万円

…………………………………………

………………………………………………………………

ただし、合計所得金額が500万円以下で、かつ扶養親族である子を

有する場合には

納税義務者又はその配偶者若しくは納税義務者と生計を一にしている

その他の親族と同居している特別障害者

勤 労 学 生 控 除

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除

配偶者の所得金額 控 除 額

0円～380,000円 0円

33万円

31万円

26万円

21万円
16万円

11万円

6万円

3万円

0円

380,001円～449,999円
450,000円～499,999円

500,000円～549,999円
550,000円～599,999円

600,000円～649,999円

650,000円～699,999円

700,000円～749,999円

750,000円～759,999円

760,000円

控

除

対

象

配

偶

者

そ
の

他

の

配

偶

者

扶 養 控 除

基 礎 控 除

寡 婦 控 除

寡 夫 控 除

●所得控除の内容

①地震保険料のみを支払った場合
　支払った保険料×1/2…………………………………………(限度額25,000円）

②旧長期損害保険料のみを支払った場合
　イ 支払った保険料が5,000円以下の場合……………支払った保険料の全額

　ロ 支払った保険料が5,000円を超え15,000円以下の場合
…………………………………………………支払った保険料×1/2＋2,500円

　ハ 支払った保険料が15,000円を超える場合…………………………10,000円

③地震保険料と旧長期損害保険料の両方の支払がある場合
　　……上記①により求めた金額＋②により求めた金額 （限度額25,000円）

新
契
約

旧
契
約

一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料について、それぞれ上の算式

により計算した控除額の合計額（限度額70,000円）

一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約の双方について

控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞれ上の算式により計算した控除

額の合計額（限度額28,000円）

支払った医療費－保険等により補填された額－（総所得金額等×5％または10万円の

いずれか低い額）(控除限度額200万円)

※セルフメディケーション税制を選択した場合は下記の通り

特定一般用医薬品等（スイッチOTC医薬品）購入費－12,000円

（控除限度額88,000円）
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472018

472018

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

804086530

30 8 10 30 8 10 30 8 10

7

30 7 30 7

30 7

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

148,800

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

＊＊＊＊＊＊

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

148,800

1 1 0 8 0 0

3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

5208071108040865 000148800 000000000 00

5208071108040865 000000000 000000000 00

1 1 0 8 0 0

8040865

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

1 1 0 8 0 0

3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

1 1 0 8 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

＊＊＊＊＊＊

148,800

＊＊＊＊＊＊

納入書の書き方 税額が変更されたとき… 　納税義務者である従業員の異動により納入すべき税額に変更が生じた場合には、納入書
の金額訂正をするとともに、必ず『特別徴収にかかる給与所得者異動届出書』（このしおり
の巻末につづられています。）も併せて記載し、市民税課に提出してください。

［注意］

●納入すべき税額が変更になったとき…「納入金額（1）」の欄の税額を二重線で削除し、「納入金額（2）」の「給与分」と「合計額」欄に実際の納入金額を記入します。

●予備の納入書を使用するとき…「納入金額（2）」の「給与分」と「合計額」欄に実際の納入金額及び納入年・月を記入します。

（訂正印は不要です。）
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給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

●転勤者の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇次郎の住民税（市・県民税）

転勤元(旧）事業所（上欄記入） 転勤先(新）事業所（Ａ欄記入） 市役所
送付

96,200円

㈱那覇での
徴 収 済 額

48,200円

㈱浦添で徴収
を開始する
48,000円

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

8,200

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

送付

異動届の書き方 転勤者の場合…

那覇市泉崎１－１－１

株式会社　那覇

那覇  次郎 S52.7.5

那覇市泊1－2－3

同　上

（株）浦添

比嘉かおり

経理

経　理

浦添花子
876-1234

8,000

867-0111

H30

6

11

48,200

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 8 7 6

96,200 48,000

12

5
11

30

12

８３１５８１３

８２４５２５３
7

10000－10005

カブシキガイシャ

ナ　ハ　  ジロウ

カブシキガイシャウラソエ

ナハ

30 12 7 900-0000

472018

合
計
額
を
退
職
所
得
分
に
記
入
し
ま
す
。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

8040865

4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

4 9 5 0 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

265,000 8040865

30 8 10 30 7 1

4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

4 9 5 0 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

265,000 265,000
4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0

5 4 0 0 0

3 6 0 0 0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

4 9 5 0 0 0

902-0065 壺屋４丁目５番331号

5,000,000

54,000

36,000

泉崎1-1-1

那 覇 三 郎

22  9  1

那覇株式会社

30

30 8 10 30 8 10 30 8 10

7 30 7 3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

5208071108040865 000026500 000000000 00

30  8  31

（　　　　　　　　　　　）

納入書の書き方 退職所得があるとき… 　納税義務者である従業員の異動により納入すべき税額に変更が生じた場合には、納入書
の金額訂正をするとともに、必ず『特別徴収にかかる給与所得者異動届出書』（このしおり
の巻末につづられています。）も併せて記載し、市民税課に提出してください。

［注意］

●退職 …
給与分の税額を一括徴収し退職
分の税額を同時に納入するとき

納　入　書　裏　面

「納入金額（1）」の欄の税額を二重線で削除し、「納入金額（2）」の「給与分」、「退職所得分」、「合計額」欄
にそれぞれの納入金額を記入します。（訂正印は不要です。）

※「納入金額（2）」の欄に納入金額を記入後は、その金額の訂正はできません。
※「納入金額（2）」の欄に金額を記入する際は、「領収証書」「納入書」「納入済通知書」

のそれぞれに同じように記入してください。
※納入済通知書の納入金額欄に￥記号は記入しないでください。

※３名以上の退職者が居る場合は別紙（各自様式）へ記載の上、申告
してください。

退職所得に係る特別徴収税額の納入がある場合

納入済通知書の裏面の市民税・県民税納入申告

書にも必ず記入してください。

※個人事業主の方が納入済通知書裏面（納入申告書）を記載する場合、

納入申告書は金融機関と那覇市役所市民税課の両方へ提出してく

ださい。
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給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

●転勤者の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇次郎の住民税（市・県民税）

転勤元(旧）事業所（上欄記入） 転勤先(新）事業所（Ａ欄記入） 市役所
送付

96,200円

㈱那覇での
徴 収 済 額

48,200円

㈱浦添で徴収
を開始する
48,000円

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

8,200

8,000

8,000

8,000

8,000

8,000

送付

異動届の書き方 転勤者の場合…

那覇市泉崎１－１－１

株式会社　那覇

那覇  次郎 S52.7.5

那覇市泊1－2－3

同　上

（株）浦添

比嘉かおり

経理

経　理

浦添花子
876-1234

8,000

867-0111

H30

6

11

48,200

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 8 7 6

96,200 48,000

12

5
11

30

12

８３１５８１３

８２４５２５３
7

10000－10005

カブシキガイシャ

ナ　ハ　  ジロウ

カブシキガイシャウラソエ

ナハ

30 12 7 900-0000

472018

合
計
額
を
退
職
所
得
分
に
記
入
し
ま
す
。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

納期限経過後の取り扱い
については裏面をご覧下
さい。

8040865

4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

4 9 5 0 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

265,000 8040865

30 8 10 30 7 1

4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

4 9 5 0 0 0

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

902-0065

壺屋4丁目

5番31号

那覇株式会社

265,000 265,000
4 0 5 0 0 0

9 0 0 0 0

5 0 0 0 0 0 0

5 4 0 0 0

3 6 0 0 0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

4 9 5 0 0 0

902-0065 壺屋４丁目５番331号

5,000,000

54,000

36,000

泉崎1-1-1

那 覇 三 郎

22  9  1

那覇株式会社

30

30 8 10 30 8 10 30 8 10

7 30 7 3 0 0 7 0 8 0 4 0 8 6 5

5208071108040865 000026500 000000000 00

30  8  31

（　　　　　　　　　　　）

納入書の書き方 退職所得があるとき… 　納税義務者である従業員の異動により納入すべき税額に変更が生じた場合には、納入書
の金額訂正をするとともに、必ず『特別徴収にかかる給与所得者異動届出書』（このしおり
の巻末につづられています。）も併せて記載し、市民税課に提出してください。

［注意］

●退職 …
給与分の税額を一括徴収し退職
分の税額を同時に納入するとき

納　入　書　裏　面

「納入金額（1）」の欄の税額を二重線で削除し、「納入金額（2）」の「給与分」、「退職所得分」、「合計額」欄
にそれぞれの納入金額を記入します。（訂正印は不要です。）

※「納入金額（2）」の欄に納入金額を記入後は、その金額の訂正はできません。
※「納入金額（2）」の欄に金額を記入する際は、「領収証書」「納入書」「納入済通知書」

のそれぞれに同じように記入してください。
※納入済通知書の納入金額欄に￥記号は記入しないでください。

※３名以上の退職者が居る場合は別紙（各自様式）へ記載の上、申告
してください。

退職所得に係る特別徴収税額の納入がある場合

納入済通知書の裏面の市民税・県民税納入申告

書にも必ず記入してください。

※個人事業主の方が納入済通知書裏面（納入申告書）を記載する場合、

納入申告書は金融機関と那覇市役所市民税課の両方へ提出してく

ださい。
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給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

異動届の書き方 退職して一括徴収する場合…
●一括徴収の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇花子の住民税（市・県民税）

事業所（上欄とＢ欄及び退職所得の欄を記入） 市役所

34,600円

徴 収 済 額
17,800円

一括徴収額
16,800円

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

3,800

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

送付

徴収した日の
属する月の翌
月1 0 日まで
に納付してく
ださい。

那覇  花子

比嘉かおり
経　理

867-0111

H30

6

11

17,80034,600 16,800

16,800

12
1 10

H30.12.20

12

5
11

30

８２４５２５３
7

ナ　ハ　  ハナコ

30 12 7

2,764,500 1,500,500

117,800 10 6

株式会社　那覇

那覇市泊1－2－3

同　上

8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5
1000－0017

カブシキガイシャ

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

那覇市泉崎１－１－１900-0000

S52.7.8

給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

異動届の書き方 退職して普通徴収へ切替わる場合…
●退職者の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇太郎の住民税（市・県民税）

事業所（上欄と一括徴収をしない理由欄及び退職所得の欄を記入） 市役所

46,600円

徴収済額
23,800円

未徴収額
22,800円

退職者本人へ
役所から納税
通知書を発送
します。

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

4,800

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

送付

比嘉かおり
経　理

2,956,000 1,000,000

153,500 5 2

867-0111

H30

6

11

23,80046,600 22,800

12

5
11

30

８２４５２５３
30 10 1 那覇市泉崎１－１－１

株式会社　那覇

那覇  次郎

那覇市泊1－2－3

同　上

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

10000－10005

カブシキガイシャ

ナ　ハ　  ジロウ

ナハ
３

S52.7.5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 8 7 6

900-0000
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給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

異動届の書き方 退職して一括徴収する場合…
●一括徴収の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇花子の住民税（市・県民税）

事業所（上欄とＢ欄及び退職所得の欄を記入） 市役所

34,600円

徴 収 済 額
17,800円

一括徴収額
16,800円

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

3,800

2,800

2,800

2,800

2,800

2,800

送付

徴収した日の
属する月の翌
月1 0 日まで
に納付してく
ださい。

那覇  花子

比嘉かおり
経　理

867-0111

H30

6

11

17,80034,600 16,800

16,800

12
1 10

H30.12.20

12

5
11

30

８２４５２５３
7

ナ　ハ　  ハナコ

30 12 7

2,764,500 1,500,500

117,800 10 6

株式会社　那覇

那覇市泊1－2－3

同　上

8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5
1000－0017

カブシキガイシャ

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

那覇市泉崎１－１－１900-0000

S52.7.8

給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　
月

　
　
日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

異動届の書き方 退職して普通徴収へ切替わる場合…
●退職者の記載例・・・・

月 割 額

年 税 額

那覇太郎の住民税（市・県民税）

事業所（上欄と一括徴収をしない理由欄及び退職所得の欄を記入） 市役所

46,600円

徴収済額
23,800円

未徴収額
22,800円

退職者本人へ
役所から納税
通知書を発送
します。

  6月

  7月

  8月

  9月

10月

11月

12月

  1月

  2月

  3月

  4月

  5月

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

4,800

3,800

3,800

3,800

3,800

3,800

送付

比嘉かおり
経　理

2,956,000 1,000,000

153,500 5 2

867-0111

H30

6

11

23,80046,600 22,800

12

5
11

30

８２４５２５３
30 10 1 那覇市泉崎１－１－１

株式会社　那覇

那覇  次郎

那覇市泊1－2－3

同　上

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

10000－10005

カブシキガイシャ

ナ　ハ　  ジロウ

ナハ
３

S52.7.5

1 2 3 4 5 6 7 8 9 8 7 6

900-0000

−13−



市・県民税徴収方法変更申出書
［普通徴収→特別徴収］

◎この申出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　  ※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日 所 在 地

生 年 月 日

年　　月　　日

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛  名  番  号  ※

特別徴収義務者
指　定　番　号

左記の者について

普通徴収の　　　　　　 
（注１） 　
期以降を

　　当社で　　　　　　 
（注２） 　
月分より

特別徴収します。

（　　月　　日納入予定）

　　　　　　　 　　　    （内線）
（　　  ）

郵便番号

フリガナ

フ リ ガ ナ

名 　 称

個人番号又は
法人番号

氏　　　名

個  人  番  号

那覇市

那覇  市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

給  

与  

所  

得  

者

（ 

異 

動 

者 

）

（
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

申

　出

　理

　由

注

　意

　事

　項

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　絡

　者

Ｔ
Ｓ
Ｈ

旧 

姓

㊞

TEL

現  住  所

入社したため

その他（理由を記入してください）

１ 月 １ 日
の　住　所

（注１）　この申出書を提出時点で、既に納期限を過ぎている普通徴収の税額
を特別徴収に変更することはできませんので、普通徴収の納付書を使
用してご本人に納めていただきます。

　　 　《普通徴収の納期限》
　　　　  1 期→　6月30日
　　　　  2 期→　8月31日　　土・日曜日にあたるときには、
　　　　  3 期→ 10月31日　　翌日・翌々日になります。
　　　　  4 期→　1月31日

（注２）　納入をお急ぎのときは、月割額について、市民税課までお尋ねください。

（注３）　65歳以上の給与所得者の公的年金等に係る所得割については、給与
からの特別徴収はできません。

給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　絡

　者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　月

　
　日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

市・県民税徴収方法変更申出書
［普通徴収→特別徴収］

◎この申出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　  ※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日 所 在 地

生 年 月 日

年　　月　　日

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛  名  番  号  ※

特別徴収義務者
指　定　番　号

左記の者について

普通徴収の　　　　　　 
（注１） 　
期以降を

　　当社で　　　　　　 
（注２） 　
月分より

特別徴収します。

（　　月　　日納入予定）

　　　　　　　 　　　    （内線）
（　　  ）

郵便番号

フリガナ

フ リ ガ ナ

名 　 称

個人番号又は
法人番号

氏　　　名

個  人  番  号

那覇市

那覇  市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

給  

与  

所  

得  

者

（ 

異 

動 

者 

）

（
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

申

　
出

　
理

　
由

注

　
意

　
事

　
項

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

Ｔ
Ｓ
Ｈ

旧 

姓

㊞

TEL

現  住  所

入社したため

その他（理由を記入してください）

１ 月 １ 日
の　住　所

（注１）　この申出書を提出時点で、既に納期限を過ぎている普通徴収の税額
を特別徴収に変更することはできませんので、普通徴収の納付書を使
用してご本人に納めていただきます。

　　 　《普通徴収の納期限》
　　　　  1 期→　6月30日
　　　　  2 期→　8月31日　　土・日曜日にあたるときには、
　　　　  3 期→ 10月31日　　翌日・翌々日になります。
　　　　  4 期→　1月31日

（注２）　納入をお急ぎのときは、月割額について、市民税課までお尋ねください。

（注３）　65歳以上の給与所得者の公的年金等に係る所得割については、給与
からの特別徴収はできません。

徴収方法変更の申出書の書き方

30 7 10 900-0021
8245253

3

2

7
8 10

867-0111

45 1 1

那覇市泉崎 1-1-1

株式会社  那覇
経　理

比嘉かおり

カブシキガイシャ

那覇太郎

牧志 2-6-4
同　上

ナハ　タロウ

ナハ

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5
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市・県民税徴収方法変更申出書
［普通徴収→特別徴収］

◎この申出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　  ※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日 所 在 地

生 年 月 日

年　　月　　日

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛  名  番  号  ※

特別徴収義務者
指　定　番　号

左記の者について

普通徴収の　　　　　　 
（注１） 　
期以降を

　　当社で　　　　　　 
（注２） 　
月分より

特別徴収します。

（　　月　　日納入予定）

　　　　　　　 　　　    （内線）
（　　  ）

郵便番号

フリガナ

フ リ ガ ナ

名 　 称

個人番号又は
法人番号

氏　　　名

個  人  番  号

那覇市

那覇  市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

給  

与  

所  

得  

者

（ 

異 

動 

者 

）

（
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

申

　出

　理

　由

注

　意

　事

　項

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　絡

　者

Ｔ
Ｓ
Ｈ

旧 

姓

㊞

TEL

現  住  所

入社したため

その他（理由を記入してください）

１ 月 １ 日
の　住　所

（注１）　この申出書を提出時点で、既に納期限を過ぎている普通徴収の税額
を特別徴収に変更することはできませんので、普通徴収の納付書を使
用してご本人に納めていただきます。

　　 　《普通徴収の納期限》
　　　　  1 期→　6月30日
　　　　  2 期→　8月31日　　土・日曜日にあたるときには、
　　　　  3 期→ 10月31日　　翌日・翌々日になります。
　　　　  4 期→　1月31日

（注２）　納入をお急ぎのときは、月割額について、市民税課までお尋ねください。

（注３）　65歳以上の給与所得者の公的年金等に係る所得割については、給与
からの特別徴収はできません。

給与支払報告
特 別 徴 収 にかかる給与所得者異動届出書

◎この異動届出書は異動があった月の翌月10日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出してください。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日
住所又は
所 在 地

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛名番号（注１）

特別徴収義務者
指　定　番　号

（　　　  ）
　　　　　　　   （内線）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

Ａ. 特別徴収継続

Ｂ.一括徴収

Ｃ.普通徴収

１. 退　　職
２. 転　　勤
３. 休　　職
４. 長　　欠
５. 死　　亡
６. 会社解散
７. 住所誤報
８. そ の 他
９. 略号（ 　）

郵便番号

フリガナ

フリガナ 生年月日

名 　 称

個人番号又は
法  人  番  号

氏　 名

フリガナ

名　称
個人番号
又は法人番号

現住所

個人番号
1月1日現在
の　住　所

受給者番号

給 与 所 得 者（ 異 動 者 ）

給与支払を受けなくなった後の住所

※未徴収額を本人が支払う

給与又は退職手当
等の支払予定月日 異動者印

一括徴収予定額
　（ウ）と同額

※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

特別徴収義務者指定番号

所在地

一括徴収した税額は　　　　　  月分で納入する

　　　　　　　　　  （　　　　月　　　日納入）

那覇   市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

旧 

姓

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　絡

　者

一
括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

年

　
　月

　
　日

新
特
別
徴
収
義
務
者

ご
注
意

連 

絡 

者

係

㊞

㊞

TEL

（　　 ）　　　　　　　   （内線）

月割額　　　　　円を　　　　　  月分から徴収し納入する。

氏
名

TEL

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

月分から

月分まで

円

円

円

月分から

月分まで

円

円円

年　　カ月円

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

Cを○で囲んだ場合は、
左下の「一括徴収しない
理由欄」の該当する番号
を○で囲んで下さい。

Ｃ普通徴収 Ｂ 一 括 徴 収 Ａ特 別 徴 収 継 続（転勤・再就職）

※那覇市役所より退職
者本人に通知しますの
で旧住所欄とあわせて
現住所欄も必ず記入し
てください。

１．異動の日が６月１日から１２月３１日までの間で、本人から申
出がないため。

２．異動の日が１月１日から４月３０日までの間で、残税額（上記
（ウ）の欄）を越える給与、又は退職手当の支払いがないため。

３．その他　理由（　　　　　　　　　　　）

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「A特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．  １月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

下記の欄には、その年の１月１日から退職
時までに支払の確定した給与の額等を記
載してください。

１月１日以降退職時まで
の給与支払総額

（賞与含む）

退職手当等の支払額
（支払予定額）

社 会 保 険 料 額 勤 続 年 数

市・県民税徴収方法変更申出書
［普通徴収→特別徴収］

◎この申出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　  ※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日 所 在 地

生 年 月 日

年　　月　　日

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛  名  番  号  ※

特別徴収義務者
指　定　番　号

左記の者について

普通徴収の　　　　　　 
（注１） 　
期以降を

　　当社で　　　　　　 
（注２） 　
月分より

特別徴収します。

（　　月　　日納入予定）

　　　　　　　 　　　    （内線）
（　　  ）

郵便番号

フリガナ

フ リ ガ ナ

名 　 称

個人番号又は
法人番号

氏　　　名

個  人  番  号

那覇市

那覇  市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

給  

与  

所  

得  

者

（ 

異 

動 

者 

）

（
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

申

　
出

　
理

　
由

注

　
意

　
事

　
項

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　
絡

　
者

Ｔ
Ｓ
Ｈ

旧 

姓

㊞

TEL

現  住  所

入社したため

その他（理由を記入してください）

１ 月 １ 日
の　住　所

（注１）　この申出書を提出時点で、既に納期限を過ぎている普通徴収の税額
を特別徴収に変更することはできませんので、普通徴収の納付書を使
用してご本人に納めていただきます。

　　 　《普通徴収の納期限》
　　　　  1 期→　6月30日
　　　　  2 期→　8月31日　　土・日曜日にあたるときには、
　　　　  3 期→ 10月31日　　翌日・翌々日になります。
　　　　  4 期→　1月31日

（注２）　納入をお急ぎのときは、月割額について、市民税課までお尋ねください。

（注３）　65歳以上の給与所得者の公的年金等に係る所得割については、給与
からの特別徴収はできません。

徴収方法変更の申出書の書き方

30 7 10 900-0021
8245253

3

2

7
8 10

867-0111

45 1 1

那覇市泉崎 1-1-1

株式会社  那覇
経　理

比嘉かおり

カブシキガイシャ

那覇太郎

牧志 2-6-4
同　上

ナハ　タロウ

ナハ

9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5

8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5



市・県民税徴収方法変更申出書
［普通徴収→特別徴収］

◎この申出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　  ※印の欄には記入しないでください。

平成　　年　　月　　日 所 在 地

生 年 月 日

年　　月　　日

※ CD

現年度

新年度

両年度

宛  名  番  号  ※

特別徴収義務者
指　定　番　号

左記の者について

普通徴収の　　　　　　 
（注１） 　
期以降を

　　当社で　　　　　　 
（注２） 　
月分より

特別徴収します。

（　　月　　日納入予定）

　　　　　　　 　　　    （内線）
（　　  ）

郵便番号

フリガナ

フ リ ガ ナ

名 　 称

個人番号又は
法人番号

氏　　　名

個  人  番  号

那覇市

那覇  市長殿

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給  

与  

支  

払  

者

給  

与  

所  

得  

者

（ 

異 

動 

者 

）

（
○
印
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。）

申

　出

　理

　由

注

　意

　事

　項

処
理
日

※

　
　

係

氏
名

連

　絡

　者

Ｔ
Ｓ
Ｈ

旧 

姓

㊞

TEL

現  住  所

入社したため

その他（理由を記入してください）

１ 月 １ 日
の　住　所

（注１）　この申出書を提出時点で、既に納期限を過ぎている普通徴収の税額
を特別徴収に変更することはできませんので、普通徴収の納付書を使
用してご本人に納めていただきます。

　　 　《普通徴収の納期限》
　　　　  1 期→　6月30日
　　　　  2 期→　8月31日　　土・日曜日にあたるときには、
　　　　  3 期→ 10月31日　　翌日・翌々日になります。
　　　　  4 期→　1月31日

（注２）　納入をお急ぎのときは、月割額について、市民税課までお尋ねください。

（注３）　65歳以上の給与所得者の公的年金等に係る所得割については、給与
からの特別徴収はできません。



特別徴収義務者の所在地・名称等変更届出書

平成　　  年　　  月　　  日提出

区　　分

〒 〒

〒

方書（ビル名など）

住所（居所）
又は

所 在 地

氏名又は名称

電　話　番　号

変　更　理　由

変 更 年 月 日

フリガナ

フリガナ

フリガナ

フリガナ

変　　　更　　　前

年　　　　月　　　　日

合併、その他の内容１. 氏名又は名称の変更

２. 住所（居所）又は所在地の変更

３. 合　　　併

４. 送　付　先

５. そ　の　他

変　　　更　　　後

所在地・方書・名称には、誤読を避けるためにフリガナも記入してください。

那覇市長  殿

住所（居所）
又は

所 在 地

法人番号
又は

個人番号

所 在 地

フリガナ

名 　 称

電話番号

〒

名　　称
又は

氏　　名

代表者の
職氏名印

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給 

与 

支 

払 

者

送

　付

　先

備 

考

特別徴収義務者
指　定　番　号

係

氏　　名

連

　絡

　先
印

◎ 特別徴収事務に係る書類の送付について、上記以外の場所を希望され
る場合には、下欄に送付先の所在地・名称などを記入してください。

※注意　代表者のみの変更の場合は、届出の必要はありません。
　　　　この変更届出書を提出されましても、法人市民税等にかかる異動届出書を提出したことにはなりませんので、別途お問い合わせください。
　　　　特別徴収義務者が個人事業主の場合は、個人事業主の個人番号を記載してください。

電話番号






